
○

○

○

【組織の最適化】
(単位　千円)

効果（額）

（注）160人減の効果額は1,364,000千円となるが、下記の各取組に含まれている効果額を差し引いて記載

【全庁的な事業見直し】

(単位　千円)

効果（額）

65,438

(単位　千円)

効果（額）

262,528

236,608

マイナンバーカー
ドの交付及び証
明書のコンビニ発
行の普及等の促
進

20,375

高齢者生活支援型食事サービス事業費は、様々な民間の配食サー
ビスが充実してきたこと等から事業廃止に向けて調整を行うとともに、
要介護者生活支援ヘルパー派遣事業費についても、社会状況等の
変化に応じた事業のあり方を検討するなど、事業の最適化により高齢
者福祉サービスが全体的により効率的・効果的なものとなるよう取組を
進める。

  「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち　かわさき」の実現に向け、必要な経営資源であるヒト・
モノ・カネ・情報・時間の確保等を行うことで、将来にわたり持続可能な行財政基盤を構築するとともに、質
の高い市民サービスを安定的に提供することで、市民満足度の向上を図りながら、効率的・効果的かつ安
定的な行財政運営を行うことができるよう、行財政改革の取組を推進しています。

  こうした改革により、市民サービスの充実や利便性の向上、地域課題への迅速な対応とともに、令和５年
度予算においては全会計で53億円の財政効果を確保しました。

  ここでは、その主な改革の取組を４つの取組の柱に沿って紹介します。

（１） 将来を見据えた市民サービスの再構築

項目 取組の内容

職員数（予算定数）

全会計160人減

1,287,275

　学校給食調理業務の委託化など組織の見直しを図ることで160人の
減があるが、児童虐待防止対策体制総合強化プランへの対応、小学
校４年生までの35人学級への対応等として318人の増があるため、差
引158人の増（一般会計分117人増、特別会計分2人増、企業会計分
39人増）

項目 取組の内容

　「川崎市行財政改革第３期プログラム」に位置付けた改革の取組に加えて、効率的・効果的な行財政運営
に向けて、事業見直し・業務改善に全庁を挙げて取り組んだところです。

項目 取組の内容

事業見直しの取組
　より効率的な事業手法の選択や、経費節減の工夫、更なる歳入の確
保など、事業見直しに取り組む。

１　社会経済状況の変化を踏まえた市民サービスの再構築

高齢者に対する市単独事業
のあり方の検討

全庁的な使用料・手数料の見
直し

公費（税金）を充てる範囲と受益者が負担すべき範囲を明確にし、利
用する方としない方との負担の公平性・公正性を確保するために、「受
益と負担の適正化」の取組として市内施設の使用料や廃棄物処理な
どの手数料の改定を行う。

マイナンバーカードの利用動
向を踏まえた証明書発行体制
のあり方の検討

マイナンバーカードの取得率向上に向けて、円滑な交付や申請の促
進に継続して取り組むとともに、利便性の向上の取組を推進する。ま
た、マイナンバーカードの利用動向を踏まえた証明書発行体制のあり
方について検討を進める。

全庁的な補助・助成金の見直
し（他に記載の項目以外）

　「補助・助成金の見直し方針」に沿った見直しの着実な推進を図る。

５ 行財政改革の取組

-40-



効果（額）

315,751

補償業務の民間
部門活用等によ
る区画整理の円
滑な進捗

3,201

67,500

(単位　千円)

効果（額）

無線ＬＡＮ環境や
ＬＩＮＥ等を活用し
た地域情報の効
果的な発信及び
マイナンバーを活
用した市民サー
ビスの向上や行
政運営の効率化
など

各種手続をオン
ラインで受付可能
とすることに よる
市民サービ スの
向上、各種申請
を紙からデータ処
理することによる
業務の効率化、
キャッシュレス決
済導入 に よ る 窓
口の利便性の向
上 など

2,208

放置自転車対策の実施手法
の見直し

放置自転車の一層の効率的・効果的な対策に向け、整理誘導・撤
去・運搬・保管等の各業務を一括して委託し、市内全域における取組
を推進する。

一括委託化により、作業効率の向上やコスト削減など、業務の効率
性の向上に加え、ワンストップサービスによる柔軟かつ機動的な対策
が可能となり、市民サービスの向上に向けた取組を進める。

市営霊園における持続的で
公平な墓所の供給

緑ヶ丘霊園において、現状の４㎡よりも小さい区画であれば整備可
能な用地を有効活用し、小区画の一般墓所を整備することで、新規墓
所供給を充実させるとともに、一般墓所等から合葬型墓所への改葬に
よる返還墓所を循環利用するために、既存の墓所利用者に向けて継
続的に合葬型墓所の情報提供を行うことで、墓所供給を充実させる。

行政手続のオンライン化・窓
口等のキャッシュレス化の推
進

市民サービスの向上に向けて、来庁することなく、いつでも、どこから
でもオンラインで手続ができるよう、簡易版電子申請サービスや次期電
子申請システム等を活用しながら、オンライン化を進めることで、より一
層の利便性の向上や業務の効率化を図る。

また、窓口における支払いの選択肢の拡大による市民の利便性の向
上や接触機会の低減等を目的として、キャッシュレス決済の導入拡大
を図る。

ＩＣＴ環境・先端技術の活用及
び最適化に向けた取組の推
進

　ＧＩＧＡスクール構想による児童生徒及び教員への１人１台の端末整
備を踏まえ、小・中学校のコンピュータ教室の段階的な廃止等により、
リース契約に要する経費の縮減を図る。

項目 取組の内容

（２） 市民サービスのデジタル化の推進

効率的・効果的な登戸土地区
画整理事業の実施及び清算
に向けた検討

補償業務については、集団移転の進捗に伴い業務が集中すること
や、権利関係が複雑な補償交渉への的確な対応を図るため、民間部
門を含めた執行体制により、着実に事業を推進する。

また、事業を着実に推進するために効率的・効果的な手法について
検討するとともに、清算金に対する権利者等の理解の醸成に向け、
ホームページへの掲載、お知らせの配布、説明会の開催等、段階的
周知の取組を進める。

市民生活の利便性向上に向
けたICTの活用

市民の利便性向上や地域の活性化等を図るため、民間事業者と連
携して公衆無線ＬＡＮ環境の整備を進める。

また、多様化する市民ニーズに合った情報をタイムリーに届けるた
め、ＬＩＮＥ等を活用し、市民の関心が高い情報を発信していくととも
に、AIチャットボットシステムを活用し市民からの様々な質問に回答す
るなど、デジタル技術の活用による市民利便性の向上を図る。

社会保障や税等の事務を処理するための情報連携を安全・確実に
実施することで、申請に関する添付書類省略等による事務手続の簡素
化を図るとともに、マイナンバーカードやマイナポータルの利活用など
を通じた市民サービスの向上や事務の効率化に係る取組を推進す
る。

項目 取組の内容

障害者施設運営費補助のあり
方の検討

国の制度改正や社会情勢の変化を踏まえ、令和３年10月に行った
定率加算及び世話人体制確保加算等の見直しの影響について、事
業所の運営状況を把握するとともに、今後のサービスの必要性につい
ても把握し、補助制度のあり方を引き続き検討する。
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(単位　千円)

効果（額）

動 物 園 サ ポ ー
ター制度等による
多様な 主体との
連携強化及び夢
見ヶ崎動物公園
のにぎわいの創
出

5,500

民間活力を導入
し、緑地全体の整
備や管理運営を
一体的に行うこと
による、日常的な
にぎわいの創出、
公園の魅力向上

669

3,000

効果（額）

定型反復業務の
集中処 理に よる
時間短縮等の事
務 執 行 の 効 率
化、正規職員の
本質的業務への
従事時間の確保

教職員事務支援
員や部活動指導
員の配置等によ
る教職員が本来
業務に一層専念
で き る 時 間 の 確
保及び能力の十
分な発揮

富士見公園の更なる効率的・
効果的な管理運営等

令和３年度に策定した「富士見公園再編整備基本計画」に基づき、
効率的・効果的な管理運営等の実現に向け、設計・建設から維持管
理・運営までを一括して性能発注を行うＰＦＩ方式を採用し、令和５年度
から整備を開始する。また、ＰＦＩ事業者を指定管理者として指定するこ
とで、より効率的・効果的な維持管理・運営を推進する。

等々力緑地の更なる効率的・
効果的な管理運営等

令和３年度に改定した「等々力緑地再編整備実施計画」に基づき、
運動施設や緑地・広場等の再編整備に向けた取組を進めるとともに、
効率的・効果的な施設運営等の実現に向けて、令和５年度から、民間
活力を導入した緑地全体の一体的な管理運営を開始し、施設の有効
活用や新たな公園サービスの提供による日常的なにぎわいの創出・魅
力向上を図る。

項目 取組の内容

公園における効果的な公民
連携の推進

パークマネジメント推進方針に基づき、Park-PFI（公園施設の設置又
は管理に関する公募制度。以下同じ。）を導入するなど公園緑地への
更なる民間活力導入や多様な主体との連携により、公園緑地の柔軟
かつ多様な利活用を推進するとともに、持続可能な管理運営の仕組
みの構築に向けて取り組む。

池上新町南緑道及び皐橋水
江町線沿道における効果的
な公民連携の推進

川崎区塩浜３丁目周辺地区内の池上新町南緑道及び皐橋水江町
線沿道における大型車の路上駐停車や緑道及び道路沿道での不法
投棄などの課題解決に向け、Park-PFIの活用による民間活力の導入
により、公園（緑道）の改修・維持管理及び大型車等の休憩施設の設
置・管理について、効率的・効果的に実施する。

夢見ヶ崎動物公園の効率的・
効果的な管理運営

利用者利便施設及び安全な園路の整備に向けた設計等の実施や、
効率的・効果的な管理運営手法の検討などの持続可能なマネジメント
の仕組みの構築に向けた取組を推進する。

また、動物園サポーター制度などの多様な主体との協働・連携の取
組による動物園まつり等のイベント強化や、プログラムの充実を図り、
動物公園のより一層のにぎわいを創出する。

（３） 市民サービスの向上に向けた民間活用の推進

２　市役所の経営資源の最適化

（１）

項目 取組の内容

働き方・仕事の進め方改革の推進

学校教職員の働き方改革に
向けた取組

教員が授業や学級経営、児童生徒指導等の本来的な業務に一層専
念できる環境を整えるため、本市教職員の勤務実態等を踏まえなが
ら、学校における業務改善や支援体制の整備、教職員事務支援員や
部活動指導員の配置の拡充等の学校を支える人員体制の確保、休日
の部活動の地域移行など、様々な視点から対応する。

併せて、勤務時間や時間対効果を意識し、働き方を見直すための意
識改革も進めていく。

総務事務執行体制の見直し

総務事務センターの運用により、人事（会計年度任用職員の任用関
係事務等）、給与支給、旅費経路認定等の総務事務について、会計
年度任用職員等を活用することで集約化・効率化の推進を図る。ま
た、簡易かつ定型的な事務については、ＲＰＡの導入等により効率化
を推進する。
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(単位　千円)

効果（額）

業 務 プ ロ セ ス 改
革 の 実 施 に よ る
業務時間の創出

407,743

(単位　千円)

効果（額）

社会的課題への
対応と、安定的か
つ 効 率 的・ 効果
的な廃棄物処理
体 制 の 充 実 ・ 強
化

民間活用による
効率的・効果的な
廃棄物収集体制
の構築

19,948

12,015

(単位　千円)

効果（額）

583,886

239,074

194,100

項目

戦略的な資金調達と資金運
用の推進

中長期的な視点から、新たな資金調達手法の導入等による資金調
達の多様化、投資家層の拡大などを図り、資金調達の安定性・効率性
を向上させ、金融市場動向へ的確に対応する。

資金の運用については、資産と負債を総合的に管理し、金融市場動
向に的確に対応することにより、現下の厳しい市場環境においても運
用の確実性・効率性の向上を図る。

（２） 市役所内部のデジタル化の推進

業務プロセス改革の推進

市税システム更改に伴う税務
事務の効率化

安定的かつ効率的な廃棄物
処理体制の構築

プラスチック資源循環への対応や、廃棄物処理施設の脱炭素化に
向けた対応として、中長期的な施設整備構想の検討を進める。

また、橘処理センターの稼働を見据えた効率的・効果的な運営体制
の検討及び中継輸送計画の見直しを行うとともに、安定的かつ継続的
に廃棄物処理事業を行うための、人材育成、技術継承及び計画的な
人材確保を推進する。

学校用務業務執行体制の見
直し

効率的な業務執行体制の整備を進めるとともに、引き続き、学校用
務員の退職動向にあわせた再任用短時間勤務職員等の配置を行う。

学校給食調理業務の委託化
現行の安全衛生の管理水準や学校給食の質を確保しつつ、引き続

き学校給食調理員の退職動向等にあわせて委託化を実施する。

普通ごみ等収集運搬業務について効率的・効果的な執行体制の構
築に向けて、令和３年度に一部地域で実施した委託化の検証等を踏
まえ、川崎区、多摩区及び麻生区の一部地域における委託化の検討
及び取組を実施する。

専門的な知見を持つ事業者を活用し、行政手続のオンライン化等の
デジタル化の推進にあわせて、業務の効率化を図り、更なる市民サー
ビスの向上を実現させるため、デジタル技術の活用や定型的・反復的
業務の集約化等、業務プロセスの見直しの検討を進める。

取組の内容

市税収入率の更なる向上

歳入の根幹である市税収入を確保するため、債権差押、公売を積極
的に推進する。また、「納税お知らせセンター」からの電話による納付
呼びかけのほか、現年度専任担当による初期未納対策を着実に推進
することに加えて、納期内納付の促進の取組をきめ細かく実施するとと
もに、納付機会の拡大を図り、早期に税収を確保し、滞納の累積を未
然に防止する。

市税以外の債権における収
入未済額の縮減

川崎市債権管理条例に則って、債権管理の適正化と滞納債権の収
納対策の取組に加え、債権の発生と滞納の未然防止、早期対応を全
庁一丸となって推進する。主な債権として、国民健康保険料では、現
年度滞納への滞納処分の早期着手、市営住宅使用料では、初期滞
納者への納付指導の強化、長期滞納者等への法的措置などにより滞
納債権の縮減を図る。

パッケージシステムを活用した新システムを導入することにより、年間
のシステム運用経費を削減する。また、市税事務所の専門性をより効
率的、効果的かつ機動的に発揮できるよう、業務手法を見直す。

（３） 組織の最適化

（４） 財源確保策の強化

循環型社会に対応した効率
的・効果的な廃棄物収集体制
の構築

項目 取組の内容

項目 取組の内容
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(単位　千円)

効果（額）

公共建築物全体
の床面積の増加
抑制

財政負担の平準
化

911,538

地域に根差し地
域住民に広く利
用 さ れ る 場 の 実
現

(単位　千円)

効果（額）

手続のオンライン
化による市民
サービスの向上、
ＲＰＡ活用による
高付加価値業務
に注力できる環
境の構築

効率的・効果的な
業務執行体制の
構築

702,451

経営基盤の強化

経営の健全化

デジタル化の推進とＩＣＴの活
用による上下水道サービスの
向上と業務の効率化

上下水道事業における行政手続について、簡易版電子申請サービ
スや高機能な電子申請システムなどの活用によるオンライン化を図る。

また、ＲＰＡを活用した定型的な作業の自動化により、効率性・正確
性の向上を図る。

上下水道事業における財務
事務の効率化

次期財務会計システム稼働後の財務事務の効率化に伴う効率的・
効果的な業務執行体制の構築に向けた検討を行う。

上下水道事業における資産
の有効活用

令和４年度に引き続き、資産の有効活用を図るため、民間事業者へ
土地の有償貸付などを実施し、事業収益の確保に向けた取組を推進
する。

資産保有の最適化
　公共施設の利用状況や将来の利用想定等を踏まえ、機能のあり方
の整理を行い、複数の中学校区を単位とする地域ごと及びホール等の
機能ごとに、施設の適正配置を図る。

（注）　「資産保有の最適化」、「施設の長寿命化」及び「財産の有効活用」の詳細については、112ページ以降を参照
　　　してください。

項目 取組の内容

施設の長寿命化

いこいの家・いきいきセンター
等の効率的・効果的な利活
用・管理運営・更新の検討

高齢者のデジタルデバイド対策など時代に合わせた取組を効率的・
効果的に進めるとともに、多世代交流を含む地域交流事業を推進し、
地域コミュニティのための拠点づくりに向けた取組を進める。

（注）「上下水道事業における資産の有効活用」における効果額は922,126千円となるが、「財産の有効活用」の取組
　　に含まれている効果額を差し引いて記載

項目

財産の有効活用
余剰地や余剰床の民間事業者への貸付け、印刷物やホームページ

等における広告掲載等、市有財産等を有効に活用する様々な取組に
より、歳入の確保と経費の削減を図り、市民サービスを向上させる。

適切な日常点検等とあわせて、施設の機能、性能の劣化の有無や
兆候・状態等を把握し、時間の経過とともに進む劣化の状態を予測し
た上で、機能停止等を未然に防ぐ計画的な保全を行うことにより、施設
の長寿命化を推進する。

取組の内容

（５） 戦略的な資産マネジメント

（６） 公営企業の経営改善

持続可能な経営基盤の構築

市民やお客様の大切な交通手段を確保するため、「川崎市バス事業
経営戦略プログラム（後期計画）」に基づき、利用動向等を踏まえなが
ら、利便性の向上や運行の効率化に向けた運行計画の見直し、更な
る業務効率化等を推進し、持続可能な経営基盤の構築に取り組む。

「 川 崎 市 立 病 院 経 営 計 画
2022-2023」等に基づく経営
健全化の推進

「川崎市立病院経営計画2022-2023」及び令和５年度に策定する次
期経営計画に基づき、市民に信頼される安全・安心な医療を安定的か
つ継続的に提供し、更なる経営改革や経営健全化を図る。
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効果（額）

経営の健全化及
び 連 携 ・ 活 用 の
推進

効果（額）

地域における参
加の促進及び協
働・連携の強化

ボランティア登録
件数の増加及び
登録者の活躍の
機会の確保に向
けたボランティア・
市民団体のコー
ディネート件数の
増加

魅力ある商業地
域の形成に向け
た 多 様 な 主 体と
の協働・連携の強
化

市民一人ひとりの
セルフケアに対
する意識の醸成、
地域のネットワー
クづくりの推進に
よる、個別支援の
強化、地域力の
向上等

若い世代や企業
な ど 緑 に 関 わ る
新たな担い手の
創出や育成、多
様 な 主 体 に よ る
緑化活動の活性
化や連携強化

国際交流センターを活用した
グローバル人材の育成支援

外国人市民の増加に伴う通訳、日本語学習等のニーズに対応する
ため、引き続きボランティア研修、講座を開催し、ボランティアの登録、
育成を図るとともに、国際交流センターでの日常的なボランティア活動
を支援する。また、外国人市民向けに、多文化共生に向けて、国際交
流センターを活用してもらうために、各種オンライン化への対応を推進
するとともに、ボランティア登録や活動支援のための講座の開催や企
画の充実・強化を図る。

活力ある商業地域の形成に
向けた多様な主体との連携

地元商店街等の関係団体と連携し、川崎駅周辺エリアの賑わい創出
に向けたイベント支援を実施するとともに、「旧東海道」等の観光資源
を活用しながら、地域経済の活性化に取り組む。

また、地域で多様な活動をしている団体や商業者等を巻き込みなが
ら、 意欲ある商業者を発掘・育成するため「かわさき ＡＫＩＮＡＩ ＡＷＡ
ＲＤ」や、かわさき店舗出店支援プログラム「ＮＯＲＥＮ」を実施する。

緑のまちづくりに向けた多様
な主体との協働・連携

地元町内会等へ管理運営協議会等設立の働きかけを継続するととも
に、緑に関わる人材の確保・育成に向けた取組を推進し、若い世代、
企業、教育機関等の新たな担い手を呼び込む仕組みづくりを進める。

また、地域の実情にあった公園緑地の柔軟かつ多様な利活用を図る
ため、啓発イベントの開催や利用ルールづくりを推進する。

これからのコミュニティ施策の
基本的考え方に基づく取組の
推進

「市民創発」による持続可能な暮らしやすい地域の実現に向け、地域
レベルの居場所「まちのひろば」の創出及び区域レベルのプラット
フォーム「ソーシャルデザインセンター」の創出や運営支援などの取組
の推進、協働・連携ポータルサイト「つなぐっどKAWASAKI」の運営、
仕事で培った経験・スキルを生かした社会貢献「プロボノ」を活用した
人材マッチング事業の実施に取り組む。

多様な主体との協働・連携によるまちづくりの推進

主要出資法人等の経営改善
及び連携・活用の推進

超高齢社会における地域包括ケアシステムの構築に向けて、市民に
身近な地域における、多様な主体の参加と協働による取組推進のた
め、(1)新たな時代に向けた市民意識の醸成、(2)共に支え合い、助け
合う地域づくりの取組を進める。

社会経済環境や市民ニーズの変化等を踏まえながら、「経営改善及
び連携・活用に関する方針」に基づき、事業の適切な方向付けや誘導
を行うとともに、法人の財務状況等にも留意し、経営健全化に向けた
取組を推進する。

項目 取組の内容

（７） 出資法人の経営改善及び連携・活用

３　多様な主体との協働・連携の更なる推進

（１）

多様な主体の参加と協働によ
る地域包括ケアシステムの推
進

項目 取組の内容
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効果（額）

拠点の交流連携
の深化と研究開
発活動の活性化

地域の寺子屋の
拡充に 伴う学習
支援や体験活動
等による子どもの
学 ぶ 意 欲 の 向
上、多世代交流
の推進

効果（額）

区役所利用者の
サービス満足度
の向上

効果（額）

地域防災力の充
実・強化

効果（額）

職員の意識や能
力、マネジメント
力等の向上

技術職員の専門
性や技術力等の
向上

効果的な人材の
確保

国際戦略拠点キングスカイフ
ロントにおけるイノベーション・
エコシスムの構築

キングスカイフロントにおける民間主導の取組を基本とした産学連携
による魅力的なまちづくりや操業環境の向上を図る「エリアマネジメント
機能」を推進する。また、産学官連携の推進によるオープンイノベー
ション推進拠点形成を支援する国のプログラム等の獲得・活用を目指
しながら、拠点における事業支援として研究・事業活動を活性化する
「クラスター化推進機能」の強化及び令和４年度から開始した「インキュ
ベーション機能」の高度化、自立化を推進する。

消防団を中核とした地域防災
力の充実・強化

消防団活動の広報等により、大規模災害時等の対応や火災予防等
の消防広報に限定した活動を行う機能別団員や学生団員等、消防団
員の確保に努めるとともに、消防団が自主防災組織等への訓練指導
を行うことで、消防団を中核とした地域防災力の充実・強化を図る。

（２） 区役所機能の強化

（３） 地域防災力の向上に向けた連携

４　庁内の人材育成と意識改革

（１） 組織力の向上に向けた計画的な人材育成等

項目 取組の内容

地域の寺子屋事業を担う人材
の確保

「寺子屋先生養成講座」や「寺子屋コーディネーター養成講座」の継
続した取組を進めるとともに、寺子屋を開講する地域での呼びかけな
どによる人材確保に努め、事業の充実と拡充を図る。

項目 取組の内容

項目 取組の内容

項目 取組の内容

多様で有為な人材の確保
安定的に受験者を確保するため、引き続き、オンラインの活用など費

用対効果を踏まえた広報の取組を進めるとともに、採用困難職種に特
化した広報の実施など効果的な取組について検討を進める。

組織力の向上に向けた計画
的な人材の育成

職員と組織の質の向上のため、採用・人事・評価・育成部門が連携
し、人材育成の取組を総合的に推進し、組織力の向上につなげるとと
もに、行財政運営上の課題解決に必要な人材の育成を推進する。

技術職員等の専門職種の人
材育成の推進

各局区等の取組に関する情報の共有や取組に対する支援等を通
じ、各局区等の人材育成計画に基づく取組の充実につなげるととも
に、局区横断的な取組を通じ、専門性や技術力等について、効果的
な向上を図る。

「めざすべき区役所像」の実
現に向けた区役所機能の強
化

「区役所改革の基本方針」に掲げる「めざすべき区役所像」の実現に
向けて取り組むとともに、社会のデジタル化の急速な推進や非対面・
非接触型のサービス提供など、今後の社会変容に応じながら、取組を
推進する。
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効果（額）

職員の意識や対
応力の向上等に
よる 危機管理体
制の充実・強化

効果（額）

職員の改善意欲
向上・意識改革

効果（額）

障害者が活躍で
き る 職域の 拡大
及び全ての職員
一人ひとりの能力
の十分な発揮

職員一人ひとりの
ワーク・ライフ・バ
ランスの更なる推
進及び能力の十
分な発揮

職員一人ひとりの
セ ルフ ケア 意識
の高揚や職場環
境 改 善 の 充 実 ・
強化によるメンタ
ルヘルス不調の
抑止・再発防止

項目 取組の内容

（２） 行財政運営上の課題解決に必要な人材の育成

メンタルヘルス対策の充実

川崎市職員メンタルヘルス対策第２次推進計画の中間評価に基づ
き、セルフケアの意識を高めるため、ストレスチェックの受検率の向上
を図るとともに、集団分析結果を活用した職場環境改善研修やツール
等の開発の取組を強化する。

再発防止強化のため、アセスメントシート等の活用や個別支援計画
を作成し、職場と情報共有を図る。

メンタルヘルス不調者を連鎖させない仕組みづくりについて、関係部
門との連携強化を図り、取組を進める。

職員個々の状況に応じた働く
環境の整備

障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく「第２期障害者活躍推
進計画」により、障害者雇用の拡大と安定的な就労に向けて、人的及
び物的な環境整備など障害のある職員を含む全ての職員が働きやす
い職場づくりに取り組む。

職員個々の事情に応じた多様な働き方を推進し、さまざまな事情を
抱えた職員が働きやすい職場づくりを推進する。

（３） 職員の改善・改革意識等の向上

（４） 職員の能力が十分に発揮できる環境づくり

項目 取組の内容

項目 取組の内容

危機管理体制の強化

災害時において迅速かつ的確に対応するため、職員一人ひとりの能
力等を向上させることで、全体としての体制強化を図る。これまで整
理・明確化を進めてきた役割分担により危機管理対策に取り組み、関
係部署間の取組をつなげることで、危機管理体制の強化を図る。

職員の改善意識・意欲の向上
と職場改善運動の推進

職員提案制度を活用した職場改善運動の推進や業務改善事例発
表会等を通じた改善意欲の向上を図るとともに、外部の専門的知見を
活用した改善手法等の習得に向けた実践的な研修の実施により、職
員の自発的な改善活動を支援する取組を推進する。

女性活躍推進・次世代育成支
援の推進

次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく「特定事
業主行動計画」により、女性職員のキャリア形成のサポート、子育て支
援等に係る制度利用の促進、仕事と家庭を両立できる働きやすい職
場環境づくり等について取り組み、職員一人ひとりが仕事と生活とを両
立し活躍することができる職場づくりを推進する。
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